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国際比較調査からみえる対外国人意識
～ ISSP国際比較調査「国への帰属意識」から～

NHK放送文化研究所　世論調査部
村田 ひろ子

1. はじめに
いま世界各地で、外国人に敵対的な態度をとる排外主義が台頭している。2016年６月、イギリスで

E U離脱を問う国民投票が行われ、反移民政策を掲げる離脱派が勝利をおさめた。アメリカでは11月
に移民規制の強化を打ち出したトランプ氏が大統領選を制し、就任直後にイスラム圏７か国の人の入
国を一時的に禁止する大統領令に署名して、世界各地で混乱が生じた。2017年５月に行われたフラン
ス大統領選挙の決選投票では、移民排斥を訴える極右政党のルペン氏が無所属のマクロン氏に敗れた
ものの、極右政党としてはこれまでで最も多い票を得た。ドイツやオランダなどの欧州各国でも自国第
一主義を掲げる極右政党が勢力をのばし、移民の受け入れ規制を声高に主張している。

人々は、移民に対してどのような感情を抱いているのだろうか。本稿では、N H K放送文化研究所が
加盟する国際比較調査グループ、ISSP（Internat iona l Soc ia l Survey Prog ramme）1）が2013年
に実施した調査「国への帰属意識」の結果から、主に排外的な意識についての国際比較を行う。この調
査は、人々の国や地域への愛着、移民に対する態度などについて探る目的で設計され、30を超える国
と地域で行われた2）。

日本で調査が実施されたのは、第２次安倍内閣が発足した後、ふるさとづくり有識者会議が作られ、
郷土や日本を愛する気持ちを育む施策が検討されるなど、愛国心のあり方について注目が集まった時
期と重なる。また、竹島や尖閣諸島の領有権をめぐって韓国や中国との関係が悪化し、特定の人種や
民族に対して差別的な言動をとるヘイトスピーチのデモも目立った。

域内での移動が自由なE U諸国では、2007年にE Uに加盟したルーマニアとブルガリアからの移民
に対する就労規制が2014年に撤廃されることを受けて、移民がさらに増えることへの警戒感が高まっ
た時期である。内戦状態のシリアから流入する難民問題が深刻化する前だが、調査結果からは、いま
世界各地で台頭する排外主義の兆しが垣間見える。

本稿では、国への愛着や自国民であるための条件を厳しくとらえる「純化主義」的な考え方、そして
排外的な意識の回答分布の違い3）をみた後、国への愛着や純化主義が、排外的な意識にどのような影
響をもたらすのかを考察する。
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2.国への帰属意識
日本で最も多い「他の国より良い国」
表１に示したのは、自分の国にどれほど愛着

を抱いているのかをたずねた質問群の結果であ
る。日本では「他のどんな国の国民であるより、
この国の国民でいたい」「一般的に言って、他の
多くの国々よりこの国は良い国だ」という質問に
対して『そう思う（どちらかといえばを含む）』と
答えた人が９割近くに上る。このうち「他の国よ
り良い国」については31の国・地域の中で最も
多くなっている。一方、「たとえ自分の国が間違っ
ている場合でも、国民は自分の国を支持すべき
だ」と考える人は日本では２割にとどかず、北欧
諸国と並んで少ない。

国民であるための条件について、あまり意識
しない日本人？

先行研究では、国家を構成するメンバーの純
粋性を求め、逆に多様性を忌避する傾向を「純化

主義」と定義している4）。I S S P調査では、こう
した純粋性が各国でどの程度重視されているの
かをはかるために、先祖や国籍、言語などさま
ざまな条件が、国民だとみなすうえで重要かど
うかをたずねている。

先祖がその国の人だということが『重要（と
ても＋まあ）』だと回答した人は、フィリピンの
95％からスウェーデンの23％までかなりばらつ
きがある（表2）。日本では63％となっており、
先祖の血統を日本人の条件として重視する人の
割合は、各国の中では中間くらいに位置してい
る。「国籍を持っていること」を重視する日本人
は87％を占めるが、こちらについても全体の中
では中程の位置付けである。

一方、「言語が話せること」については、多く
の国で『重要』が８割台から９割台を占めている
のに対し、日本では７割台となっていて各国と
比べて少ない。

表１　自国への愛着：『そう思う（どちらかといえばを含む）』と答えた人の割合

他のどんな国の
国民であるより、

この国の国民でいたい（％）

一般的に言って、
他の多くの国々より

この国は良い国だ（％）

たとえ自分の国が間違って
いる場合でも、国民は自分の

国を支持すべきだ（％）
フィリピン 91 日本 86 トルコ 63 
南アフリカ 90 南アフリカ 79 スイス 59 
日本 88 アメリカ 73 ロシア 58 
ジョージア 86 ノルウェー 72 韓国 57 
アメリカ 86 トルコ 72 ハンガリー 56 
デンマーク 81 ジョージア 67 南アフリカ 53 
台湾 79 フィンランド 66 アイスランド 53 
ノルウェー 77 台湾 64 イスラエル 53 
フィンランド 77 デンマーク 64 チェコ 50 
韓国 76 フィリピン 61 ポルトガル 45 
イスラエル 75 韓国 60 スロバキア 44 
ポルトガル 74 イギリス 56 リトアニア 43 
トルコ 74 旧西ドイツ 55 クロアチア 41 
ロシア 74 ベルギー 54 スロベニア 40 
ハンガリー 73 ロシア 53 デンマーク 39 
メキシコ 73 スウェーデン 50 スペイン 38 
チェコ 67 イスラエル 49 ベルギー 36 
スロバキア 67 メキシコ 43 ジョージア 36 
スイス 66 スイス 43 フランス 33 
スペイン 66 ポルトガル 42 フィリピン 33 
旧西ドイツ 65 旧東ドイツ 41 アメリカ 31 
イギリス 64 スロバキア 40 ラトビア 30 
スウェーデン 62 チェコ 39 メキシコ 28 
スロベニア 61 フランス 35 旧西ドイツ 24 
フランス 61 スペイン 35 旧東ドイツ 23 
アイスランド 59 クロアチア 34 台湾 22 
旧東ドイツ 59 ハンガリー 33 イギリス 20 
クロアチア 57 アイスランド 33 日本 18 
リトアニア 56 ラトビア 32 フィンランド 18 
ベルギー 55 リトアニア 26 ノルウェー 16 
ラトビア 42 スロベニア 17 スウェーデン 15 
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表２　国民であるための条件：『重要（とても＋まあ）』と
　　　答えた人の割合

先祖がこの国の
人であること（％）

この国の国籍を
持っていること（％）

この国の言語が
話せること（％）

フィリピン 95 フィリピン 96 ノルウェー 97 
ハンガリー 86 アメリカ 93 フランス 96 
ジョージア 85 ポルトガル 91 イギリス 96 
トルコ 83 リトアニア 91 ポルトガル 96 
ロシア 82 チェコ 91 スイス 96 
メキシコ 77 アイスランド 91 フィリピン 96 
リトアニア 77 スロバキア 90 チェコ 95 
スロバキア 76 韓国 90 リトアニア 95 
ポルトガル 75 フランス 89 旧西ドイツ 95 
韓国 71 ロシア 89 デンマーク 95 
チェコ 71 ノルウェー 89 ハンガリー 95 
クロアチア 66 トルコ 89 スロバキア 95 
スペイン 65 ハンガリー 87 旧東ドイツ 94 
日本 63 日本 87 アイスランド 94 
ラトビア 56 メキシコ 86 スウェーデン 94 
イギリス 52 イギリス 86 アメリカ 94 
アイスランド 51 ベルギー 85 ジョージア 93 
ベルギー 48 旧東ドイツ 84 スペイン 92 
ノルウェー 47 デンマーク 82 スロベニア 89 
フランス 47 ジョージア 81 ロシア 88 
イスラエル 46 スウェーデン 81 韓国 87 
デンマーク 45 旧西ドイツ 80 トルコ 87 
スロベニア 44 台湾 79 ベルギー 86 
旧東ドイツ 44 クロアチア 79 ラトビア 86 
フィンランド 41 スペイン 79 フィンランド 85 
アメリカ 41 フィンランド 79 クロアチア 84 
台湾 39 スイス 78 メキシコ 84 
旧西ドイツ 39 イスラエル 76 イスラエル 77 
スイス 35 ラトビア 76 日本 76 
スウェーデン 23 スロベニア 75 台湾 73 

※南アフリカは選択肢が異なるため、分析対象から除いた

表３　ＯＥＣＤ諸国における総人口に占める
　　　外国人の割合

（％） 2003年 2013年 増減 
（右列－左列）

ノルウェー 4.5 9.5 5.0 
アイスランド 3.5 7.0 3.5
スペイン 7.2 10.7 3.5
スイス 20.0 23.3 3.3
イギリス 4.6 7.7 3.1
スロベニア※ 2.7 5.4 2.7
ベルギー 8.3 10.9 2.6
デンマーク 5.0 7.1 2.1
スウェーデン 5.3 7.2 1.9
チェコ 2.4 4.2 1.8
フィンランド 2.1 3.8 1.7
韓国 1.0 2.0 1.0 
スロバキア 0.5 1.1 0.6
フランス※ 5.8 6.4 0.6
ドイツ 8.9 9.3 0.4
日本 1.5 1.6 0.1
ハンガリー 1.3 1.4 0.1
アメリカ 7.1 7.0 -0.1
ポルトガル 4.2 3.7 -0.5

OECD Data より作成（増加が多い順）
※スロベニアの左列の数値は 2006 年
※フランスの左列の数値は 2005 年、右列は 2012
年のもの

3.定住外国人への態度
西・北欧諸国での増加が目立つ外国人の割合
ここからは、定住外国人への態度についてみ

ていく。2013年の各国の総人口に占める外国人
の割合を経済協力開発機構（OECD）のデータで
みると、日本は1.6％となっていて他の国と比べ
て少ない（表3）。日本で外国人人口が少ない背
景には、外国人の単純労働者の移住が認められ
ておらず、難民の受け入れ人数も西欧諸国と比
べて著しく少ないことがある。こうした制度面
の問題に加え、言葉や文化の壁も外国人の定住
を抑制している側面があるだろう。

2003年から2013年にかけての推移をみると、
日本やアメリカなどでは大きな変化がなかった
のに対し、ノルウェーを筆頭に西・北欧諸国で
の増加が目立つ。これらの国々で外国人の割合
が高まった背景には、2004年にポーランド、チェ
コ、ハンガリーなど旧東欧諸国を含む10か国が、
さらに2007年にはルーマニアとブルガリアが
E Uに新規加盟したことで、出稼ぎ目的の移民が
流入していることがある。移民急増への不安か
ら、ノルウェーやデンマーク、フランスなどでは、
反移民政策を掲げる政党が台頭している。

エコノミストのロジャー・ブートルは、欧州
各国での移民に対する大衆の懸念には、４つの
側面があると指摘する5）。１つ目は移民が地元
の労働者から雇用の機会を奪っているという不
安、２つ目は移民によって自分たちの文化や伝
統が脅かされているというおそれ、３つ目は税
金を払っていない移民が無料の医療給付や児童
手当といった恩恵を受けているという不満、そ
して４つ目は移民の数がとにかく多すぎるとい
う危惧である。ブートルが指摘するこれら移民
に対する４つの不安について、ISSP調査の結果
をみていく。

日本で少ない「外国人が仕事を奪っている」
自国に定住する目的で来訪する外国人が、人々

から仕事を奪っていると思うかどうかをたずね
た結果、「どちらかといえば」を合わせて『そう思
う』（以下『外国人は仕事を奪っていると思う』）
日本人は15％にとどまり、各国の中で４番目に
少ない（図1）。日本ではこれまで外国人の単純
労働者は原則認められておらず、先にみたとお
り総人口に占める外国人の割合も低いために、
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外国人が雇用にもたらす影響を心配する人も少
ないものと考えられる。移民を貴重な労働力と
みなしてきたドイツでも『外国人は仕事を奪って
いると思う』は少ない。

それでは各国の失業率と『外国人は仕事を奪っ
ていると思う』という意識の間には関連があるの
だろうか。両者の相関係数をとってみていく。失
業率の指標として用いるO E C Dのデータの対象
年齢が15 ～ 64歳となっているため、ISSPのデー
タについても同じ年齢範囲に揃えたうえでみる
と、かなり高い相関（r=0.67）6）がある（図2）。失
業率が高い国では、現地の労働者と外国人との
間に競合が起こりやすく、外国人労働者に対す
る警戒感がより強く表れるのではないだろうか。

外国人が日本文化にもたらす影響について、
否定的な人は少数

次に、定住外国人が文化を脅かすと思うかど
うかをたずねた結果についてみていく。外国人
によって、その国の文化が徐々に『損なわれてき
ている（どちらかといえばそう思う、を含む）』と
考える人が50％前後を占める国もあるが、多く
の国で半数に達していない（図3）。古くは中国、
近代以降は欧米の文化を積極的に取り入れてき
た日本は16％、また韓国でも17％にとどまり、
ともに外国人がもたらす文化の影響を否定的に
とらえる人は少ない。建国以来、多くの定住外
国人を受け入れてきた移民国家のアメリカにつ
いても、外国人によってアメリカ文化が徐々に

図１　定住外国人は仕事を奪っていると思うか
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図２　各国の失業率と『外国人は仕事を奪っていると思う』（15 ～ 64歳）

図３　定住外国人によって文化が損なわれていると思うか

※失業率は2013年のOECDデータ。今回のISSP参加国のうち、OECDのデータがある国を掲載（但し日本のデータは総務省
統計局「労働力調査」より）
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『損なわれる』と考える人は２割にとどかず、各
国と比べて少ない。

「定住外国人は国民と同じ権利を持つべき」
日本で過半数
自国に定住する目的で来訪する外国人が合法

的に移住した場合は、国民と『同じ権利を持つべ
き（どちらかといえばそう思う、を含む）』だと考
える人は、日本で56％と半数を超え各国の中で
３番目に多い（図4）。

一方、移民が社会保障制度の恩恵を受けるた
めに移住する「社会保障ツーリズム」が問題と
なったイギリスでは、『同じ権利を持つべき』と
いう人が３割弱にとどまり、全体の中で少ない。
イギリスでは、合法的に移住した外国人であ

れば、原則として国籍に関係なくイギリス国民
と同じように社会保障制度を利用できるように
なっているが、2012年から2013年にかけてルー
マニアやブルガリアからの移民が大幅に増え、
国民保険新規登録者数も急増している7）。移民
の急激な増加が定住外国人の権利への不寛容さ
に結びついている可能性はあるだろう。

アメリカでは『同じ権利を持つべき』という人
は４割弱で、各国の中では中間くらいに位置し
ているが、アメリカ国籍を有していない人に限っ
てみると81％に上り、アメリカ国籍のある人の
33％を大きく上回る。また、回答者が生まれた
時点で、両親ともにアメリカ国籍を持っていな
かった人では64％を占める。

図４　定住外国人は国民と同じ権利を持つべきだと思うか
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定住外国人は『減ったほうがよい』日本２割台、
イギリス８割近く

定住外国人の数についてたずねたところ、「か
なり減ったほうがよい」は日本で８％にとどまる
一方、イギリスでは56％と半数を超えた（図5）。

「すこし」も合わせると『減ったほうがよい』は、
日本で２割台なのに対し、イギリスでは８割近
くにも上る。イギリスでは調査が行われた３年
後の2016年6月、E Uからの離脱の是非を問う
国民投票で、移民流入の制限を主張するE U離
脱派が勝利をおさめた。調査結果に表れている
移民増加への懸念が、E U離脱を後押しする一
因にもなったと考えられる。外国人の割合が高
いベルギーやフランスでも『減ったほうがよい』
はイギリスに次いで多くなっている。

アメリカでは『減ったほうがよい』は４割超だ
が、両親ともにアメリカ国籍を持っていなかった
人に限ってみると、16％にとどまり、かなり少ない。

なお、定住外国人が「かなり減ったほうがよい」
と答えたアメリカ人の2012年の大統領選挙で
の投票先をみると、民主党のオバマ候補に投票
した人は37％なのに対し、共和党のロムニー候
補では60％に上る。定住外国人に否定的な人は、
共和党に投票する傾向が表れている。

 
4.排外的な意識の規定要因

ここからは、排外的な意識の規定要因につい
て考察する。国ごとの比較がより明確になるよ
うに、分析の対象とする国々をしぼってみてい
く。取り上げるのは、日本同様、定住外国人が

図５　定住外国人は増えた（減った）ほうがよいと思うか
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少ない韓国、移民大国のアメリカ、先の国民投
票で反移民政策を掲げるE U離脱派が勝利をお
さめたイギリス、移民の受け入れ制限を訴えた
政党が存在感を増しているフランス、そしてこ
の10年で外国人人口が大きく増えているノル
ウェーの６か国である。

各国と比べて日本人の排外的な考え方の規定
要因が異なるのかを探るために、定住外国人へ
の態度を従属変数とした重回帰分析を行った。
分析に用いる従属変数は、第３節で取り上げた

「仕事を奪われる」「文化が損なわれる」「権利意
識」の３つの排外的な意識の主成分分析から得ら
れた主成分得点である。「外国人増加の是非」は
これらの変数と選択肢が異なるため、今回は分
析対象から除いた。

独立変数は、性別や年齢、学歴、収入、そし
て第２節で取り上げた「国への愛着」と「国民で
あるための条件（以下、純化主義）」である。「国
への愛着」と「純化主義」についても、主成分分
析から得られた主成分得点を用いた。
表4に重回帰分析の結果を示した。国によっ

て排外的な意識の規定要因に多少の違いはある
ものの、各国とも「純化主義」が定住外国人に
対する否定的な感情に影響しており、外国人人
口の多寡にかかわらず共通する背景が浮かび上
がっている。「純化主義」は、韓国以外の５か国
すべてで排外的な意識に最も影響している。こ
のほか、日本、イギリス、フランスとノルウェー
で「国への愛着」が排外的な意識と結びついてい
る。また、日本では収入が低いと排外的になる
のに対し、他の５か国では学歴が低いと排外的
な意識が強くなる。

アメリカについては、回答者が生まれた時点
で、両親のうちいずれか、あるいはどちらもア
メリカ国籍を持っていなかった人が全体の20％
となっていて、他の５か国と比べてかなり多い。
そこで、両親のアメリカ国籍の有無を独立変数
として加えて、改めて重回帰分析を行った（表5）。
分析の結果「純化主義」と学歴のほかに、新たに
投入した両親の国籍の有無も、排外的な意識に
影響していることがわかった。つまり、両親と
もにアメリカ国籍を持っている人のほうが、定
住外国人に対して否定的な感情を抱いている。

いずれにしても今回の分析では、重回帰式の
有効性の指標となる調整済みR2値が、日本・韓
国・アメリカの３か国と比べて、イギリス・フラ
ンス・ノルウェーで高い。ブートルが主張する「欧
州での移民への懸念」に対応する変数を使ったた
め、今回のモデルは、欧州各国における排外的

表４　排外的な意識についての重回帰分析

独立変数 備　考 日本 韓国 アメリカ イギリス フランス ノルウェー

基
本
属
性

性 １：女性 -0.04 0.03 0.03 -0.03 -0.04 -0.11**
年齢 0.02 -0.03 -0.02 -0.07 -0.03 -0.08**
学歴 １：高校卒業以下 0.06 0.10** 0.11** 0.26** 0.19** 0.11**
収入 １：世帯収入下位※ 0.09** 0.03 -0.06 -0.01 0.04 -0.01

国への愛着 主成分得点 0.14** 0.02 0.03 0.08* 0.12** 0.12**
純化主義 主成分得点 0.22** 0.06* 0.32** 0.40** 0.52** 0.46**

調整済み R² 0.11 0.01 0.13 0.34 0.44 0.32
F 値 33.15** 9.99** 71.75** 101.13** 236.13** 97.02**
N 826 人 1,229 人 949 人 590 人 905 人 1,037 人

p ＜ 0.01 ＊＊　p ＜ 0.05 ＊
※収入は、各国の中央値より低いものを「世帯収入下位」として扱っている
注１：値は標準偏回帰係数
注２：VIF はすべて 2.0 以下のため、独立変数間の多重共線性は問題とならない

表５　排外的な意識についての重回帰分析（アメリカ）

独立変数 備　考 アメリカ

基
本
属
性

性 １：女性 0.02
年齢 -0.04
学歴 １：高校卒業以下 0.10**
収入 １：世帯収入下位※ -0.04

両親の国籍 １：両親ともに
　　アメリカ国籍あり 0.23**

国への愛着 主成分得点 0.04
純化主義 主成分得点 0.32**

調整済み R² 0.18 
F 値 71.42**
N 946 人

p ＜ 0.01 ＊＊　p ＜ 0.05 ＊
※収入は、中央値より低いものを「世帯収入下位」とし
て扱っている
注１：値は標準偏回帰係数
注２：VIF はすべて 2.0 以下のため、独立変数間の多重
共線性は問題とならない
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注
1）ISSP は、世界約 50 の国と地域の研究機関が毎年、特定のテーマ、共通の質問文で世論調査を行っている国際比較

調査のグループ。
2）調査は 33 の国と地域で行われたが、本稿では有効率が 30％未満の国を除いた 30 の国と地域を分析の対象とした。こ

のうち、ドイツについては旧西ドイツ地域と旧東ドイツ地域で別のデータになっており、分析の中でも別々の地域
として扱ったため、便宜上「31 の国・地域」と定義する。各国の調査方法や有効回答数などの詳細は、村田ひろ子

「国への愛着と対外国人意識の関係～ ISSP 国際比較調査「国への帰属意識」から～」『放送研究と調査』2017 年３
月号に掲載している。

3）集計に際しては、各国の回答傾向を把握しやすくするために「わからない」や無回答を除いて分析している。
4）田辺俊介、2011、「ナショナリズム―その多元性と多様性」、田辺俊介編著、『外国人へのまなざしと政治意識―社

会調査で読み解く日本のナショナリズム―』：21-42、勁草書房
5）Bootle, Roger. (2014 ＝ 2015), THE TROUBLE WITH EUROPE: Why the EU Isn't Working - How It Can Be 

Reformed - What Could Take Its Place, Nicholas Brealey Publishing.（町田敦夫訳『欧州解体　ドイツ一極支配の恐怖』、
東洋経済新報社）

6）ピアソンの積率相関係数。外れ値のスペインを除いて算出した（スペインを含めると、r=0.50）。
7）労働政策研究・研修機構、2015、「主要国の外国人労働者受入れ動向：イギリス」
8）アメリカ調査は 2014 年に行われた。
9）ISSP 国際比較調査「市民意識」
2004 年：配付回収法、全国 16 歳以上の男女 1,800 人を対象、有効数（率）1,343 人（74.6％）
2014 年：配付回収法、全国 16 歳以上の男女 2,400 人を対象、有効数（率）1,593 人（66.4％）

な意識を予測するのにより適しているものと考
えられる。

さらに排外的な意識は、例えば外国で暮らし
た経験や外国人との接触経験など、I S S P調査
ではたずねていない項目との関連も指摘されて
おり、今回用いた独立変数だけでは排外的な意
識を十分説明できているとは言えない。また調
査では定住外国人の国籍や信仰している宗教に
ついて特に限定せずにたずねているため、排外
性をとらえるうえで限界がある。それでも多く
の国で共通して「純化主義」や「国への愛着」が排
外的な意識に影響しているという結果は、外国
人への態度について分析するうえで重要な手が
かりとなるであろう。

5.おわりに
内戦状態が続くシリアから大量に流入する難

民への懸念から、フランスやオーストリアなど
欧州各国で反移民政策を掲げる右翼政党の台頭
が著しい。これまで難民を積極的に受け入れて
きたドイツでも、難民や移民の流入を抑制する
とともに、難民認定の要件を満たしていない人
の強制送還に乗り出している。冒頭でも述べた
とおり、今回のISSP調査はこれほどまでにシリ
ア難民が増える前に行われているが、いま同様
の調査を行えば、欧州各国での排外的な意識が
さらに高まっている可能性は否めない。

アメリカでは、トランプ大統領の反移民政策
をめぐって国を二分する大論争になっている。
トランプ氏が大統領選挙を制するおよそ２年前
に行われた今回のアメリカ調査8）の結果からは、

各国と比べて排外的な傾向が特に強いという特
徴はみられなかった。ただ、トランプ政権がこ
の先も移民に対して厳しい政策をとっていくこ
とが予想されるなか、アメリカ国民の意識がど
うなっていくのか、今後も目が離せない。

翻って日本について今回の分析結果からみえ
てくるのは、自国への愛着が強い一方で、定住
外国人に対して寛容な国民像である。近年、ヘ
イトスピーチのデモやネット上の書き込みが目立
つようになったとはいえ、国民の多くは外国人に
否定的な感情を抱いていないようにみえる。繰り
返しになるが、日本では移民の受け入れ人数が
欧米諸国と比べて圧倒的に少ないことから、失
業や経済停滞の原因を移民に求めない人が多い
のであろう。日本では欧米諸国が直面しているよ
うな外国人問題が焦点化されにくいとも言える。

一方で、外国人に寛容な日本人が減ってきて
いることを示唆するデータもある9）。「日本に住
んでいる外国人が、日本人と同じ福祉や医療を
受ける」ことに「賛成」という人は27％で、2004
年の37％と比べて減っているのである。「どちら
かといえば」を合わせても『賛成』は、2004年の
84％から78％に減少している。外国人の割合が
この10年でそれほど変わらないなか、日本では
定住外国人の権利に対して肯定的な態度の人が
減っているのである。

こうした変化がこの先も続くのか、日本で
欧州各国のように移民を多く受け入れるように
なった場合に、定住外国人に対する意識がどう
なっていくのか、社会全体で注視していく必要
があるだろう。
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走行中の地下鉄車両内で爆発が
起こり、少なくとも14人が死亡。
自爆テロとみられる（4月3日）。
米軍がシリア政府軍を攻撃：

トランプ米大統領は化学兵器を
使用したとされるアサド政権軍
への攻撃を命じ、地中海の駆逐
艦からシリアの空軍基地に59発
の巡航ミサイルが発射された（4
月7日）。
エジプトの教会で連続爆発：

エジプトの2箇所のコプト教会で
相次いで爆発があり、少なくと
も44人が死亡。過激派組織・イ
スラム国が犯行声明（4月9日）。

政党支持率　自民党は前月比
0.7ポイント減の25.3％だった。
民進党は0.7ポイント増の4.8％、
公明党は1.8ポイント増の4.5％、
共産党は0.9ポイント減の1.4%、
日本維新の会は0.9ポイント減の
0.6％。支持政党なしは60.7％で
前月より0.8ポイント減。

国民の景気感　「良くなった」
は前月より1.2ポイント増の8.0％、

「悪くなった」は2.8ポイント増で
20.1％。時事世論景気指数は前
月比2ポイント減の130となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比べ
て「楽になった」は前月比変わら
ず4.4％、「苦しくなった」は0.4ポ
イント増加して21.7％となった。

4月の時事世論調査
4月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比1.3ポ
イント減の50.0%、不支持率は
前月比1.3ポイント増の27.3％
だった。

調査は全国の18歳以上の男女
2,000人を対象に、個別面接聴
取法で4月7日から10日に実施。
有効回収（率）は1,257（62.9％）。

この時期の国内の動きは、
サウジ国王46年ぶり来日：安

倍首相は、来日したサウジアラ
ビアのサルマン国王と首脳会談
を行い、サウジ国内に日本企業
進出のための経済特区をつくる
こと等で合意（3月13日）。
情報収集衛星を打ち上げ：情

報収集衛星「レーダー５号機」を
載せたH2Aロケット33号機が、
種子島宇宙センターから打ち上
げられた（3月17日）。
原発事故避難者訴訟判決：東

京電力福島第1原発事故で群馬
県 に 避 難 し た137人 が 東 電 と
国に計約15億円の損害賠償を
求めた訴訟の判決で、前橋地裁
は、電源喪失を招いて原発事故
につながった津波を予見できた
と指摘した。東電と国の責任を
認め、62人に対する慰謝料など
計3855万円の支払いを命じた（3
月17日）。
豊洲移転問題進まず：豊洲市

場の地下水から、1月公表結果と
ほぼ同様に環境基準の最大100
倍のベンゼンが検出され、ヒ素、
シアンの有害物質も環境基準を
上回った（3月19日）。一方、都
議会の調査特別委員会で浜渦元
副知事や石原元知事の証人喚問
が行われたが、用地取得交渉や
豊洲移転決定の経緯解明は進ま

ず（3月20日）。
安倍首相ヨーロッパ歴訪：メ

ルケル独首相やオランド仏大統
領、ベルギーでトゥスクＥＵ大
統領、5月のG7サミットの議長
を務めるジェンティローニ伊首
相と相次いで首脳会談を行い、
自由貿易の推進などを確認した

（3月20日～ 22日）。
国有地売却問題で証人喚問：

学校法人・森友学園の籠池理
事長は、参院予算委員会の証人
喚問で、国有地を評価額より約
８億円安く取得した経緯につい
て「政治的関与があったのだろう
と認識している」と語った（3月
23日）。
雪崩で８人死亡：栃木県那須

町の那須温泉ファミリースキー
場の雪崩事故で、県内の高校か
ら春山登山講習に参加していた
男子生徒7人と男性教諭1人の計
8人が死亡、他の40人も負傷（3
月27日）。
新年度予算成立97.4兆円：5

年連続で過去最大となり、借金
である国債の発行額は収入の3
分の1を占める（3月27日）。
天下りあっせん最終調査報告：

文部科学省は、事務次官だった
3人について違法行為に関わった
と認定、停職相当とした。一連
の組織的な天下りあっせん問題
の処分者は合計43人に上った（3
月30日）。
駐韓大使帰任：政府は、韓国・

釜山の慰安婦少女像設置への対
抗措置として一時帰国させた長
嶺駐韓大使らを、約3カ月ぶりに
帰任させた（4月4日）。

国外では、
ロンドンでテロ事件：ロンド

ン中心部の英国会議事堂近くで
暴走車によるテロ事件が発生し、
4人が死亡、約40人が負傷（3月
22日）。
朴前大統領逮捕：ソウル中央

地裁は、収賄などの容疑の朴槿
恵・韓国前大統領に対し逮捕状
を発付。朴氏は直ちに逮捕され、
拘置所に収監された（3月31日）。
ロシアで地下鉄爆発：ロシアの

サンクトペテルブルク中心部で
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